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概要：ジオスペース科学とは，地球周辺の宇宙空間（対流圏最上部の高度約 12 kmから月軌道の高度約
38万 kmまでの広大な空間）で起こっている電磁気的現象を地上観測や科学人工衛星観測，計算機シミュ
レーションといった手法で解明しようとする研究分野である．ジオスペース科学分野では，2010年代半
ばから，研究データにデジタルオブジェクト識別子（DOI）を付与することにより，「データ出版」が進
められてきた．現在，国内では，ジオスペース科学分野の 18個のデータベースに DOIが付与されてい
る．一方，研究論文の中で，研究に用いたデータの詳細な情報やそれが保存されているリポジトリの明示
を行う「データ引用」については，ようやく端緒についたところであるが，学術出版社のデータポリシー
の変化に伴い，今後，データ引用の普及が加速していくと考えられる．こうしたデータ出版・データ引用
は，ジオスペース科学分野の多くの研究者にとって新しい慣習であり，戸惑いに直面しているのが実情で
ある．しかしその実施は，データ利用者に対しては，研究データを容易に探し出せるメリットを，データ
提供者に対しては，データ出版数やデータ被引用数といった貢献度を測ることができるメリットをもたら
しうる．この論文では，ジオスペース科学分野におけるデータ出版とデータ引用の現状を概説し，その中
で我々が行ってきたプラクティスについて詳細に述べる．
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 Abstract: Geospace science is a research field to study various electromagnetic phenomena that occur in 
the near-Earth space (a vast space ranging from the uppermost troposphere at an altitude of ～12 km to 
the moon orbit at an altitude of ～380,000 km) with various methods such as ground observations, space-
craft observations, and numerical simulations. In geospace science, “data publication”, that is, minting a 
digital object identifier (DOI) to research data, has been conducted since the middle of 2010’s. We have 
now 18 DOIs for geospace science database in Japan. Meanwhile, “data citation”, that is, stating detailed 
information about data used in research or their repository, is still in its early stage. A recent rapid change 
in the data policy of publishers will promote data citation in future. Both data publication and data cita-
tion are new research manners for the most researches in geospace science and bewilder them. However, 
the implementation of data publication and data citation will provide much benefit to both researchers 
and data providers in such a way that researchers can more easily locate and obtain necessary information 
of data used in papers, and data providers can gain professional recognition and rewards for their labors to 
publish and manage database. In this paper, we outline the present status of the data publication and data 
citation in the field of geospace science, and describe in more detail our practice for them.
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1.　 緒言

1.1　 ジオスペース科学
ジオスペース（Geospace）とは，地球周辺の宇宙空間

を示す言葉で，厳密な定義はないが，およそ対流圏界面
（対流圏の最上部で高度約 12 km）から月の軌道（高度約
38万 km）あたりまでを含む領域を指す．この領域には，
宇宙ステーション（高度約 400 km），GPS衛星（高度約 2

万 km），通信衛星（CS衛星）・放送衛星（BS衛星）・気
象衛星「ひまわり」（すべて高度約 3万 6000 km）などが
飛翔しており，ジオスペースの活用は，現代社会生活の維
持に欠かせないものとなっている．ジオスペースは真空で
はなく，正の電荷を帯びた粒子と負の電荷を帯びた粒子か
らなるプラズマで満たされている．また，地球の持つ固有
磁場がジオスペースにまで張り出しているため，プラズマ
と地球磁場の相互作用の結果，様々なプラズマ波動や電磁
場変動，電流変化などが生起するダイナミックな領域であ
る．ジオスペースで起こっているこれらの電磁気的現象を
地上観測や科学人工衛星観測，計算機シミュレーションと
いった手法で解明しようとする研究分野は，「ジオスペー
ス科学」または「超高層地球科学」，「地球電磁気学」など
とも呼ばれている．
ジオスペースでは，時としてプラズマが強く加熱され，

高エネルギー粒子が生じたり，大電流が流れたりすること
があり，そこを飛翔する宇宙ステーションや人工衛星に障
害をもたらしうる．2003年 10月 25日に地上との通信が
できなくなった日本の地球観測プラットフォーム衛星「み
どり II」のトラブルは，高エネルギー粒子による帯電現象
により太陽電池の電力送電線（ハーネス）が損傷したため
と考えられている [1]．また，1989年 3月 11日にカナダ・
ケベック州で起きた大停電は，ジオスペースの電磁気的変
動に伴って高緯度オーロラ帯に電流が急激に流れたため，
送電線に大電流が誘起され，それが変圧器に異常動作を起

こさせたことが原因とされている [2]．このように，ジオ
スペースで生じる現象が現代社会のインフラに影響を及ぼ
しうることから，そうした現象が起こる物理的機構を正し
く理解することや，それを基に将来予測を行うことを目的
とする「宇宙天気研究」および「宇宙天気予報」が注目さ
れつつあり，ジオスペース科学の重要性が高まっている．

1.2　 ジオスペース科学分野における研究データの特性
ジオスペース科学分野における研究データは，ある物理
量が時間的に変わっていく様子を記録した時系列データ，
またはある状況を表現する画像が時間的に続いていく時系
列画像であることが多い．こうした時系列データ・時系列
画像は，ある一定の時間間隔で長期間継続して記録される
ことが一般的で，現時点でも様々なデータが蓄積され続け
ている．そのため，データベースの大きさは，時間ととも
に自動的に増大していく．このように，ジオスペース科学
分野の研究データは，室内実験や生物実験などで得られる
比較的小規模でサイズの確定したデータセット，もしくは
野外調査などで得られる試料データとは異なる特性を持っ
ている．
図 1に，時系列データ・時系列画像の例として，2014

年 1月 1日に記録された Dst指数とイオノグラムデータ
を示した．Dst指数は，地球周辺の電磁気的環境がどの程
度荒れていたかを示す指標であり，変動磁場の大きさが 1

時間ごとに並んでいる．この例では，13:00:00ごろから値
が変わりだしていて，電磁気的環境が大きく変化したこと
が読み取れる．イオノグラムは，高度数 100 kmあたりに
存在する電離圏に対して地上から電波を照射し，その反射
してきた様子を画像で示したものである．図 1には，
11:00から 13:00まで 1時間ごとに照射した結果を示して
いる．各画像の左下に現れている曲線が電離圏で反射して
きた電波であり，この形状から各時間の電離圏の様子を知
ることができる．ここに例示した Dst指数とイオノグラ
ムは 6年以上前のデータであるが，両者とも現在まで継続
して観測が行われており，時々刻々と最新データがデータ
ベースに追加されている．

1.3　 ジオスペース科学分野における研究データの取り扱
い

ジオスペース科学分野では，研究対象となる現象の空間
スケールが地球規模のグローバルなものであることから，
ジオスペース内の複数地点で同時に観測されたデータを比
較・検討することが望ましい．また，1957–1958年にかけ
て実施された国際地球観測年（International Geophysical 

Year, IGY）においては，世界中で取得された観測データ
を収集・管理し，それらを利用者に配布するための世界
データセンター（World Data Center, WDC）が整備さ
れ，IGY終了後もWDCの活動が継続されてきた．その
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ため，ジオスペース科学においては，研究データを原則無
償で公開することは，比較的普通に行われてきた．公開さ
れたデータを解析して得られた研究成果を発表する際に
は，データ作成者やデータ提供者を共著者に含めることも
あるが，論文の最後にデータ利用に関しての謝辞を記すだ
けのこともあり，統一された方法があるとは言えなかっ
た．
しかしながら最近になって，論文を出版するためには，

用いたデータやそれが保存されているリポジトリの明示
等，研究データの取り扱いについて適切な対応を迫られる
ようになってきた．米国地球科学連合（American Geo-

physical Union, AGU）が出版する学術誌では，論文中に

データ引用やデータ可用性を記述するように求められつつ
ある [3]．2019年には，大学・研究機関・学協会・学術出
版社などを会員とする地球科学情報組合（Earth Science 

Information Partners, ESIP）が，研究データ引用に関す
るガイドライン [4]を発表しており，そこでは研究論文中
にデータを引用することの重要性やそのための具体的な方
法が説明されている．こうした動きは，学術出版社のデー
タ取り扱いポリシーが急激に変化してきた [5]ことが背景
にあるが，もっと根底的には，科学研究における「デー
タ」は「知の源泉」（内閣府統合イノベーション戦略
2020 [6]）であり，国際学会や政府当局において，その整
備・利活用が重視されるとともに，科学的発見の根拠，ま
た更に深い知を生むため次世代へ引き継ぐべき研究資産，
と再認識されるようになったことが影響している．2012

年に表明されたサンフランシスコ宣言 [7]や 2017年にイ
タリア・トリノで開催された G7科学大臣会合 [8]等にお
いては，データを論文とならぶ学術業績として認めようと
する動きがあったことも重要な要因として挙げられる．
競争的外部資金申請の際に，研究データマネジメント

（Research Data Management, RDM）計画に関する記載を
行うことは，アメリカでは NASA（National Aeronautics 

and Space Administration）や NSF（National Science 

Foundation）をはじめとする研究資金配分機関では数年
ほど前から導入されていた．同様に日本でも，近年，
RDM計画の提出が，科学技術振興機構（JST）などで必
要となりつつある．
このように，ジオスペース科学における研究者は，研究
論文発表や競争的外部資金申請を行ううえで，これまでの
常識とは異なった研究データの取り扱いを求められるよう
になっている．

2.　 データ出版・データ引用

近年登場してきた新しい形式の学術誌として，「データ
ジャーナル」がある．これは，日本学術会議情報学委員会
国際サイエンスデータ分科会の報告書 [9]によれば，「オ
リジナル論文の発表を中心とした分野別の学術研究のこれ
までの成果発表の方法に加えて，データ生産者が分野を超
えて連携して，オリジナル論文に埋め込んだデータや論文
投稿時に棄却した高品質のデータを学術の成果として集積
するための新たな場」であり，具体例としては Springer 

Nature社の“Scientific Data”や Copernicus社の“Earth 

System Science Data”などが挙げられる．ジオスペース
科学に特化したものとしては，2017年から国立極地研究
所が発行している“Polar Data Journal”[10] がある．
「データ出版」とは，狭義には，このようなデータジャー
ナルに，データの内容や特性といったデータそのものの解
説を論文形式でまとめて発表することと捉えられる [11]．
従来，研究データは，研究者や研究機関が管理するサー

図 1　2014年 1月 1日の Dst指数とイオノグラム
Fig. 1　Dst index and ionogram on January 1, 2014.
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バから公開されることが多かったが，サーバの変更などで
httpアドレスが変わると，古いアドレスや情報ではデー
タの参照ができなくなってしまう．一方，研究データをリ
ポジトリに登録し，一意性・持続性・一貫性を持った識別
子を付与することによって，データへの到達性を保証でき
れば，将来にわたってデータの参照が可能になるため，広
義に「データ出版」を行ったとみなすことができる．デジ
タルオブジェクト識別子（Digital Object Identifier, DOI）
は，1990年代後半に出版社によって主に本や雑誌などの
出版物の共通識別子として導入がなされてきたが，現在は
研究データ出版の用途でも広く用いられるようになってい
る．たとえば，国内のジオスペース分野において最初に付
与された DOIは doi:10.17591/55838dbd6c0adであり，こ
の識別子によって，アラスカの Poker FlatにおいてMF

（中波）レーダーで観測された中間圏風速データのメタ
データやデータベースへ一意的にアクセスすることができ
る．
出版されたデータは，データの作成者や管理者，その作

成年・公開年，タイトル，保管場所などが明示されてお
り，そうした情報への到達性が保証されているので，再利
用されやすくなる．さらに，研究論文において，過去の研
究論文を引用するのと同様に，DOIを明示して研究デー
タを参照・引用することが可能になる．こうした「データ
引用」は新しい研究慣習となりつつある．
「データ出版」および「データ引用」は，データ利用者，
データ提供者の両者に次のようなメリットをもたらす．
(1)データ利用者は，論文に引用されたデータを探し出す
ことや，そのデータに関する情報（メタデータ）を得るこ
と，論文の結論を検証すること，などが非常に容易にな
る．(2)研究者が論文出版数や論文被引用数に応じて評価
されることと同じように，データ提供者は，データ出版数
やデータ被引用数に応じて，データサービスやデータ管理
に対する報奨や研究資金を受け取れるようになる．特に，
研究データの生成・整備・公開といった活動は，一部の研
究者が担いながらもその評価は過少になされてきたが，図
2に示すように，データ引用が行われることによって，研
究成果の新たな評価軸として認識されるようになると期待
される [12]．
以下，第 3章では，ジオスペース科学分野におけるデー

タ出版・データ引用について，国内・海外の現状と課題を
述べた後，第 4章で，我々が実際に行ったデータ出版のプ
ラクティスについて詳説する．

3.　 ジオスペース科学分野におけるデータ出
版・データ引用の現状と課題

3.1　 データ出版の現状と課題
我々はジオスペース科学データを取り扱う国内のデータ

センターの関係者として，前章で述べたデータ出版とデー

タ引用の重要性を認識し，2013年以来，データベースに
DOIを付与する試みを続けてきた．世界で 10か所存在す
る DOI登録機関（Registration Agency）のうちの一つで
あるジャパンリンクセンター（Japan Link Center, JaLC）
が，2014年 10月から 1年の期限付きで行った「研究デー
タ DOI登録実験プロジェクト」に参加し，ジオスペース
科学データに実際に DOIを付与する手続きやルールを検
討した．このプロジェクトを進める中で，図 3に示すよ
うに，各データセンターと JaLCの間の情報をやり取りす
るための共用サーバの導入や，やりとりの際のメタデータ
スキーマの確定，DOIから研究データへアクセスしてき
たユーザがまずたどり着くランディングページのフォー
マット策定，などを実施し，2015年 6月 19日には，先に

図 2　データ引用による好循環．[12]より抜粋
Fig. 2　Positive feedback by data citation. Adapted from [12].

図 3　 国内のジオスペース科学データセンターで構築した DOI付与
システム

Fig. 3　 DOI-minting system developed by data centers for geospace 

science in Japan.
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も述べた日本における最初のデータ DOI（doi:10.17591/ 

55838dbd6c0ad）を登録することができた．これらのプラ
クティスの詳細は，後ほど第 4章で紹介する．その後も
JaLCとの密な連携を継続し，2020年 8月現在，18個の
国内ジオスペース科学データベースに対して DOIを付与
している（表 1）．内訳は，中波レーダーで観測された中
間圏風速データベースが一つ，国内の 4か所の観測所で得
られた高度 100–500 kmあたりの電離層の状況を示したイ
オノグラムデータベースが 12個，東京都小金井市上空約
4 kmまでの風速データベースが一つ，ジオスペースの電
磁気擾乱を地球磁場の変動から表そうとした地磁気指数
データベースが三つ，高知県室戸における地磁気地電流
データベースが一つ，となっている．これらは，上記デー
タセンターが保有する大規模データベース（数百種類以
上）のごく一部であり，早期に DOI付与の対象とした理
由としては，広く一般的に使われているデータベースであ
ること，データ作成者の同意が得られていること，DOI

付与する単位である「粒度」が比較的決めやすいこと，など
が挙げられる．表 1に示した DOIの付与は，2015年から
2017年にかけて行ったものであるが，1.2節で述べたよう
に，ジオスペース科学分野のデータは継続して記録されて
いくことが多いので，これらのデータベースのほとんど
は，現在もそれぞれの観測時間間隔で更新され続けている．
このほかにも，名古屋大学宇宙地球環境研究所により，

ジオスペースを飛翔する科学人工衛星が取得したデータに
対して，DOIを付与しようという動きも始まっている．
国際的には，国際地球電磁気学・超高層物理学協会（In-

ternational Association of Geomagnetism and Aeronomy, 

IAGA）において，特に地磁気観測にかかわるデータセン
ターや観測所に所属する研究者がデータへの DOI付与に
ついて議論を開始し，2013年 8月にはタスクフォースが
設置された．2019年 7月にカナダのモントリオールで開
催された国際測地学・地球物理学連合（International 

Union Geodesy and Geophysics, IUGG）大会において，
タスクフォースは，「地磁気データおよび地磁気指数に対
するデータ出版とデータ引用の現状」について報告書を発
表した [13]．それによると，世界のデータセンターや観測
所において，データ出版に関する個々の取り組みが進めら
れており，日本で 18個のジオスペース科学データベース
に対して DOIを付与したのと同様，デンマークでは 1個，
フランスでは 2個，ドイツでは 6個，ロシアでは 72個，
米国では 9個のデータベースに DOIが付与されている．
研究データへの DOI付与に対する関心は急激に大きく
なっており，データ出版についてのこのような国際的な動
向は今後も継続・加速していくと思われる．

3.2　 データ引用の現状と課題
一般的に，データ引用とは，文献の引用と同じように，

表 1　日本におけるジオスペース科学データベースへ付与した DOI

Table 1　DOI for Geospace Science Database in Japan.
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論文最後の Referenceにデータのタイトルや提供者，公開
年，DOIなどを表示して，それを本文中で参照すること
を指す．2015年ごろには，ジオスペース科学分野の学術
誌で，データ引用に対応しているものは見当たらなかっ
た．そこで我々は，Acknowledgmentに DOIを記述して
データの情報を示す疑似「データ引用」を試してみること
にした．Kinoshita et al. (2015) [14]による研究論文では，
MFレーダーの中間圏風速データを利用したため，図 4に
示 す よ う に， そ の デ ー タ DOI（doi:10.17591/ 

55838dbd6c0ad）を Acknowledgmentで明示している．こ
うした形でのデータ引用は，雑誌編集者や出版社から拒否
されることもなく，無事に実行することができた．
その後，[5]にも述べられているように，出版社がデー

タポリシーとして，論文に用いたデータに関する記述やリ
ポジトリによる公開を求めるようになりつつあった．ジオ
スペース科学分野の学術誌では，こうした記述や公開は，
まだ必須ではないが強く推奨されるようになってきた [3]．
そこで Nosé et al. (2017) [15]によって発表された論文で
は，一般的なデータ引用を試みた．図 5はその結果であ
る．Referenceでデータの作成者や公開年，タイトルとと
もに DOI（doi: 10.17593/13882-05900）が，引用論文リス
トの中の一つとして並べられており，それが本文中で引用
されていることが見て取れる．
以上のようなデータ引用に関しては，ゆっくりとではあ

るが，国際学術雑誌に発表された論文で実際に行われ始め
ている．データに DOIが付与されているので，Web of 

Scienceのような引用文献データベースを用いれば，研究
論文と同様に研究データの被引用回数や引用元の情報を得
ることができる．例として，Dst指数（doi:10.17593/14515-

74000）および AE指数（doi:10.17593/15031-54800），室
戸における地磁気・地電流データ（10.17593/13882-

05900）が学術論文の Reference内に現れている回数を
Web of Science Core Collectionで調べたところ，2020年
11月 5日時点でそれぞれ 16回，10回，1回であった．も

ちろん，これらの被引用数は，論文中で使ったデータの
DOIを Referenceに記述するという，データ引用を実施し
ている論文数に基づくものであり，本文中や謝辞でのみ言
及されている従来のような例は含まれていない．現時点で
は，被引用数の少なさは，データが利用されていないこと
を必ずしも示すものではなく，データセットを正当に評価
するためには，データ引用が広く一般的に行われる必要が
ある．最近は，Google Dataset Searchにより，データ
ベースを引用している学術記事の数を検索することも可能
になっている．
上で紹介した IAGAのタスクフォースの報告書 [13]で
も，データ引用の現状が述べられており，ドイツ，ロシア
により DOIが付与されたデータベースが引用されてはい
るが，2019年 7月の時点ではどちらも 10回未満である．
ジオスペース科学分野においては，データ出版に比べて，
データ引用はまだそれほど一般的ではないが，学術出版社
の近年の動向から判断すると，データ引用という慣習はよ
り一層普及していくであろう．

4.　 データ出版のプラクティス

4.1　 国内ジオスペース科学データへのDOI付与の嚆矢
我々が，研究データへの DOI付与およびデータ出版・

データ引用について初めて耳にしたのは，2012年 10月に
台湾・台北で開催された第 23回国際科学技術データ委員
会（Committee on Data for Science and Technology, 

CODATA）会議 [16]であった．ドイツのデータセンター
でデータへの DOI付与が進められていることや，それが
論文から引用される事例に関する講演を聴講し，国内でも

図 4　Kinoshita et al. (2015)により行われたデータ引用
Fig. 4　Data citation conducted by Kinoshita et al. (2015).

図 5　Nosé et al. (2017)により行われたデータ引用
Fig. 5　Data citation conducted by Nosé et al. (2017).
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データ出版とデータ引用を推進するべきと考えるように
なった．そこで，2013年 2月に京都府宇治市で開催され
た第 221回生存圏シンポジウムにおいて，JaLC運営委員
長を務める国立情報学研究所の武田氏と，当時 ORCID 

Technical Working Groupメンバーであった同研究所の蔵
川氏による招待講演を企画し，科学データの共有方法に関
する動向や今後の課題などを議論した [17]．以上の準備の
もと，国内のジオスペース科学分野のデータセンター関係
者で 2013年 8月 1日に初めての会合を開催し，以降およ
そ半年に一度の定期会合を開催してきた．

4.2　 DOI登録機関の選択
DOIを付与するにあたっては，まず DOIの登録機関を

決定する必要がある．上記会合を始めた時点で，DataCite

と呼ばれる登録機関とコンタクトを取ったところ，年会費
が 150ユーロ，DOIの付与費が一つあたり 0.20ユーロ程
度かかるということであった．ほぼ時を同じくして，
JaLCが DOIの付与対象を従来の文献や学術出版物から研
究データへ拡大しようとしており，そのために設けられて
いた JaLCの「対象コンテンツの拡大検討分科会」に我々
のうち数人が参加した．この分科会での議論を受けて，
2014年 12月から JaLCでは，研究データを登録する新し
いシステム基盤の運用が開始された．JaLC経由で DOIを
付与する場合には，2年間の DOI登録数が 100件以下で
あれば，年会費は 2万円（検討当時）であった．DataCite

と比較して年会費がそれほど変わらないこと，追加で
DOI付与費がかからないこと，JaLCが日本の学術コンテ
ンツの発行・提供・流通の促進を目指していること，実務
担当者と日本語で対応が可能なこと，などを考慮し，DOI

登録機関として JaLCを利用することに決定した．

4.3　 ジオスペース科学データDOI付与システムの構築
2014年当時は，研究データに DOIを付与する試みは国
内ではほとんど初めてであったため，JaLCはまず，「研
究データ DOI登録実験プロジェクト」を実施することと
した [18]．このプロジェクトは，2014年 10月から 2015

年 9月まで実施され，様々な分野の複数データセンターの
参加のもと，研究データの DOI付与に特有の課題抽出と
その解決，運用方法の確立，DOIの活用方法などの検討
が行われた．得られた知見は，最終的に「研究データへの
DOI登録ガイドライン」として 2015年 10月に公表され
ている [19]．
このプロジェクトには我々も参加し，その過程におい

て，ジオスペース科学分野のデータに DOIを付与するた
めの一連のルールやシステムを構築した（図 3）．具体的
なプラクティスは以下のとおりである．
(1)　 JaLC会員種別

JaLCを DOI登録機関として利用するには，年会費を支

払って JaLC正会員になる必要がある．JaLCは正会員の
下位団体として準会員の登録を許しており，準会員は正会
員を通して，DOI登録を行うことができる．そこで，情
報通信研究機構を正会員として登録し，その他のデータセ
ンターを準会員とすることにした．
(2)　 DOIプリフィックス

DOIプリフィックスは，正会員，準会員ともに発行を
受けることができるので，データセンターごとに次のよう
な割り当てを行った．
 ・  情報通信研究機構：10.17591

 ・  地磁気世界データセンター：10.17593

 ・  電離層・宇宙天気に関する世界データセンター：
10.17594

(3)　 DOIサフィックス
DOIサフィックスは，プリフィックスを与えられた機

関が自由に決めることができる．一つの方法は，人間が見
たときに意味が分かるような付け方で，たとえば，
“wind_velocity/2020-08-12/1-sec”（2020 年 8 月 12 日の 1

秒値の風速データ）や“magnetometer/kyoto/2020/08/ 

12”（京都における 2020年 8月 12日の磁力計データ）と
いった類のものである．こうした例は，一見して分かりや
すいものの，将来的にデータの種類が増えたり，データ
ベースの構造が変わったりすると，その名づけルールが破
綻する可能性が高い．また，サフィックスは一連の文字列
であるので，その中の“/”は，あくまでも文字の一種で，
データの階層区切りを意味するものではない．もう一つの
全く異なる方法としては，文字と数字を組み合わせたラン
ダムな文字列にしてしまうことである．データの中身はサ
フィックスだけからは分からないが，上記の欠点は解消さ
れる．DOIからたどれるランディングページでデータの
詳細な情報は分かるので，サフィックスで説明をしようと
する必要はないという考え方に拠る．我々は，議論の結
果，後者の方法を採ることにした．表 1からも分かるよう
に，英数字を組み合わせた 13文字の文字列か，10桁の数
字のうち中央にハイフンを入れたもの，のどちらかとして
いる．当初は意味のない文字列をつけることに多少の抵抗
はあったが，これまでの運用中に不便を感じたことはない
と言える．
(4)　 メタデータスキーマ
ジオスペース科学分野では，メタデータを作成する際
に，NASA が 開 発 し た SPASE（Space Physics Archive 

Search and Extract）メタデータスキーマ [20]が用いられ
ることが多い．このスキーマは，衛星や地上での様々な種
類の観測など，ジオスペースで必要とされるプロパティを
広くカバーしている．我々が JaLCを通じて DOI付与を
行おうとした 2015年の状況では，スキーマのバージョン
は 2.2.2であり，DOIを記述するエレメントが設定されて
いなかった．（2020年 8月現在のバージョン 2.3.1では，
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DOIを記述するエレメントが含まれている．）そこで，
SPASEスキーマのバージョン 2.2.2に，DOIを記述する
ための独自の拡張を行い，そのスキーマを IUGONETス
キーマと名付けた．IUGONETとは，我々が別途参加し
ていたプロジェクトの名前（Inter-university Upper atmo-

sphere Global Observation NETwork） [21]であり，このプ
ロジェクトでもジオスペース科学データのメタデータス
キーマの策定とメタデータの作成を行っていたためであ
る．各ジオスペース科学データセンターは，この
IUGONETメタデータスキーマ（すなわち，SPASEメタ
データスキーマ ver. 2.2.2.を拡張したもの）に則って，
DOI付与を行いたいデータのメタデータを作成した．
(5)　 メタデータのマッピング
データに DOIを登録するには，データの情報や DOI，

ランディングページの URLなどの情報を JaLCに通知す
る必要がある．これらの必要な情報は，JaLCメタデータ
スキーマで策定されている [22]．このスキーマは，論文や
書籍など書誌情報を記述するためのスキーマに基づいてい
るため，比較的シンプルなもので，必須項目は 30個弱に
過ぎない．上で述べたように，メタデータは IUGONET

メタデータスキーマで作成されているので，IUGONET

メタデータスキーマと JaLCメタデータスキーマ間のマッ
ピングテーブルを決定し，メタデータの変換が行えるよう
にした．
(6)　 共用サーバ
ジオスペース科学データセンターから JaLCへの DOI

登録については，メタデータスキーマなどが共通化できて
いるため，個々に行うのではなく共用サーバを導入した
（図 3）．この共用サーバは情報通信研究機構の内部ネット
ワークに設置され，以下の機能を備えている．
 ・  ユーザ管理
 ・  安全な（未登録の）サフィックス候補文字列の生成
 ・  IUGONETメタデータのアップロード受付
 ・  XSDによる IUGONETメタデータの整合性検証とエ

ラー検出
 ・  ランディングページの生成とプレビュー
 ・  ランディングページのWWWサーバへの発行
 ・  XSLによる JaLCメタデータへの変換
 ・  JaLC提供 XSDによる JaLCメタデータの整合性検

証
 ・  確認のための JaLCメタデータのダウンロード
 ・  JaLC WebAPIを用いたオンライン登録
各データセンターが共用するために，複数ユーザによる

コンテンツ管理が行える Drupal上で動作する拡張モ
ジュールとして実装した．発行したランディングページ
は，情報通信研究機構が外部へ向けてサービスしている
WWWサーバー上に配置される．
スキーマの変更やランディングページのデザイン変更は

将来必要になることが予想されたため，メタデータの整合
性検証に必要な XSDや変換に利用する XSL，ランディン
グページのテンプレート（XHTML）などのファイルは
Drupal拡張モジュールの設定画面で差し替えられるよう
に設計した（図 6）．
(7)　 ランディングページ
ヨーロッパを中心にすでに公開されていたランディング
ページを巡回・収集し，そのフォーマットなどを調査した
ところ，研究データの種類，研究機関，データセンターご
とに様々なものがあることが分かった．そこで，データ
ベースのタイトル，データ内容の記述，作成者・観測者，
デジタルデータ自体へのリンクなど，最低限必要な情報を
基準として，それらにジオスペース分野で特徴的な情報で
ある観測位置や観測時間間隔，地図上での位置表示などを
加えてランディングページのスタイルを確定した．また，
もう一つの工夫としては，メタデータの軽微な修正事項
（観測機器の位置の近距離変更，エラー値の修正など）に
伴うランディングページのアップデート履歴が分かるよう
に，ランディングページのバージョン管理と表示が可能に
なるようにしている．
図 7は，ジオスペース科学データ DOI付与システムで

作成されたランディングページの一例である．最初にデー
タベースのタイトルとその説明があり，次の“Data Cita-

tion”には，このデータベースを論文中で使用した場合

図 6　 共用サーバ上の XSD，XSL，XHTMLを差し替えるためのメ
ニュー

Fig. 6　 Menu for replacing XSD, XSL, and XHTML files on the 

shared server.
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に，データ引用をするための引用サンプルが掲載されてい
る．“General Characteristics”では，データの物理量の説
明，データ処理段階，観測時間間隔，データベースがカ
バーする観測期間を示している．“Observation Location”
には，このデータが取得された観測所の緯度経度・地図上
での位置，“Citation & Contact Information”には，デー
タ利用に関する謝辞文章の例と問い合わせ先が表示されて
いる．“Links”には，デジタルデータへのアクセスリンク
や一般的なデータ引用に関する論文へのリンクが埋め込ま
れている．“Provider Version”は，データ提供者から与え
られるデータのバージョンである．最後の“Update His-

tory”には，このランディングページの更新履歴が表示さ
れていることが分かる．以上の項目は，すべてのランディ
ングページに共通となっている．
(8)　 データの粒度

DOIを登録する際に，どの程度のまとまりのデータを
一つの DOIとして申請するかは，非常に難しい問題であ

る．これは，データの粒度（Granularity）の問題とも呼
ばれる．粒度としては，あるデータベース全体，データ種
類ごと，観測所ごと，観測年ごと，観測月ごと，観測日ご
と，観測時間間隔ごと，データファイルごと，などと様々
な可能性が考えられ，その選択は研究分野や DOI付与者
の考え方に依存することが多く，一意的な最適解は期待で
きない．JaLC発行の「研究データへの DOI登録ガイドラ
イン（日本語版）」[19]においても，「最終的には，粒度を
決めるのはデータ提供者の判断である．その際，DOIは
長期にわたって利用されることを考慮するべきである．」
とされており，その判断の観点や具体例が述べられてい
る．データの粒度を細かくすると，DOIの数が多くなり，
その管理が大変であるし，データ利用者が研究論文に引用
する際に多くの DOIを記述しないといけなくなる一方，
どのようなデータがよく使われるのかについて精度良く追
跡でき，研究の再現性を検証する際に役に立つ．粒度を粗
くすると，上記とは逆の傾向が表れてくる．我々は，基本
的に，データの種類に対して一つの DOIを付与する程度
の粗い粒度を用いることにした．具体的には，地磁気指数
（AE指数，Dst指数など）の種類に応じて一つの DOIと
し，年ごとや月ごとに付与するような細かい粒度は採用し
なかった．電離層からの反射電波特性を図示したイオノグ
ラムについても，ある観測所での観測データプロット全体
に対して一つの DOIとしている．この程度の粗い粒度を
用いた理由は，DOIの管理・維持が容易なこと，データ
引用の際にデータ利用者にかかる負担を大きくしたくない
こと，将来的に被データ引用数を算出する際に手間が少な
くなること，が挙げられる．

4.4　 DOI付与の実施
JaLCの「研究データ DOI登録実験プロジェクト」実施

期間中に，先に述べた DOI付与システムを完成させ，プ
ロジェクト終盤の 2015年 6月 19日に日本で初めて，研究
データに DOIを付与することに成功した．（図 7に示した
のは，この DOIに対応するランディングページである．）
プロジェクト終了後は，JaLCのサービスを継続して利

用し，表 1に示したように，これまでに 18個の国内ジオ
スペース科学データベースに対して DOIを付与した．シ
ステムの継続運用については，Drupalのメジャーアップ
デート（バージョン 7から 8），情報通信研究所の所内セ
キュリティポリシー変化に伴う外部からのリモート接続ト
ラブル，サーバハードウェア移設に伴うデータ移行作業な
ど，その解決に比較的マンパワーが必要となる事案が発生
した．一方，2019年 1月にはランディングページ上の地
図表示に使っている OpenLayersの仕様変更が，2019年 5

月には JaLCのメタデータスキーマ（研究データ）の更新
があったが，これらの問題には，図 6で示したメニューか
らランディングページテンプレート（XHTML）と XSL

図 7　 ジオスペース科学データ DOI付与システムで作成されるラン
ディングページの一例

Fig. 7　 An example of landing page created by the DOI-minting 

system for geospace science data.
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ファイルの差し替えによりシステムの改修を行わずに効率
よく対応できた．これらの知見を生かし，システムの維持
にかかるコストを最小化することが，今後の安定継続のた
めの課題である．
最も新しい DOI付与は，約 3年前（2017年 8月 20日）

のものであるが，システム自体は動作しており，上記 18

個のデータベースは全体のごく一部であるので，残りの
データベースについても，引き続きデータ出版を行う予定
である．また，このシステムをデータセンターだけでな
く，大学や研究所の個人研究者・データ提供者が使えるよ
うに，利用範囲を拡大し，ジオスペース分野のデータ出版
の促進を図りたい．

5.　 結言

ジオスペース科学分野では，2010年代半ばから，研究
データに DOIを付与する「データ出版」が進められてき
た．国内では，我々データセンター関係者が主導する形
で，DOI付与を行う一連のプラクティスを検討・議論・
実行し，付与システムとして整備した．これにより，現在
までに 18個のジオスペース科学データベースに対して
DOIが付与されている．この取り組みの継続により，国
内ジオスペース科学分野のデータ出版を牽引していくこと
が期待されている．国際的には，主に地磁気の観測を行っ
ている研究者や観測所，データ提供者が中心となって，
DOI付与が進められている．特に，ドイツやロシア，米
国はデータ出版に積極的である．
「データ引用」はまだ端緒についたところであるが，学
術出版社のデータポリシーの変化に伴い，研究者は学術論
文で用いたデータを明記することが求められつつあり，今
後，データ引用の実施が加速していくことが容易に予想さ
れる．我々のデータ引用プラクティスはその先例として参
考になると考えている．
こうした背景を踏まえ，2020年 11月に開催された地球
電磁気・地球惑星圏学会（SGEPSS）講演会では，研究者
を取り巻く現状把握とその対処方法，将来の研究データ管
理や公開・共有について議論するための特別セッション
「論文が書ける研究データ管理・出版・引用：データの新
しい役割を見据えて」が設けられ，合計 16件の講演が行
われた [23]．データ出版・データ引用は，研究者にとって
新しい慣習であり，戸惑いに直面しているのが実情である
が，その普遍化はデータ利用者・データ提供者の両者に
とってメリットをもたらすことを強調したい．
謝辞　DOI付与のプロセスにあたって，ご支援・ご協

力をいただいた家森俊彦氏，渡邉堯氏，門倉昭氏，篠原育
氏に，謹んで感謝の意を表します．本研究は，ベルモント
フォーラム活動およびその PARSECプロジェクトの一環
として，科学技術振興機構（JST）の支援を受けていま
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